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I トヨタ (DK) の労務管理

















(1) 1991年におこなった ]ETRO (日本貿易振興会〉の調査によれば，在欧日系製造企業 (676社〉中
187社が， イギリスに生産拠点を構築しており， ヨーロッパ諸国の中では， もっとも多い。 また，
1990年から 1991年にかけて最も日系製造企業の数が増加しているのも，イギリス(前年比41. 7%) で
ある。(日本貿易振興会『在欧日系企業(製造業〉の経営実態一一第 7 回実態調査報告』日本貿易振


















ヨタ生産方式を展開するために， トヨタ (UK) が，どのような採用・教育訓練・雇用管理・
労使間協定を実施・計画しているかについて明らかにすることは，非常に興味深いといえよう。
そこで，本稿では，筆者がイギリスでおこなったヒヤリング調査を中心として，イギリスに
進出・立ち上がり期のトヨタ・モーター・マニュファクチュアリシグ (U. K. )リミテッド
(以下， トヨタ (UK) と略す〉における採用・教育訓練・雇用管理・労使間協定に関する実




練を実施・計画しているのか，第二に， トヨタ (UK) のそうした採用・教育訓練がイギリス
の製造企業のそれとどのような点が異なるか，第三に，イギリスにおいて， トヨタ (UK) の
採用・教育訓練及びそれによる熟練資格形成によってイギリスの労働敢行・労使関係とどのよ
うな摩擦が生じる可能性があるのか，第四に， トヨタ (UK) がどのような雇用管理(賃金・
労働条件管理〉をおこなっているのか，第五に， トヨタ (UK) の労使間協定を巡るイギリス
の労働組合界の論議の紹介をしつつ， トヨタが締結した労使間協定(シングルユニオン協定〉
















E トヨタ CUK) の労務管理
1. トヨタのイギリスへの進出
日産が1984年にイギリスに単独進出してから 5 年後の 1989年に， トヨタはイギリスへの進出
を決定した。トヨタの場合は，すでに日本の主要自動車部品企業が，多数イギリスに進出して
きており，そうした在英日系自動車部品企業も利用することが可能な点が日産の進出時と異な
る。例えば，池田物産 (Ikeda Hoover Trim Manufacturing) (自動車シート製造， 360人
雇用，合弁)，橋本フォーミング (Hashimoto Ltd.) (輸送機械部品製造， 120人雇用， 100% 
出資)，日本ラジエター (TI Nihon, U. K.) (自動車排気装置， 25人雇用，日本ラジエター50







資額が 4億ポンド，最終的な投資総額は 7 億ポンドにのぼり， 1992年末より 1800C C の小型車
(ニューカリーナ)を第一段階で10万台生産し，最終的には20万台生産の予定である。パーナ





林靖雄「英国における日本企業の経営一一北東イ γ グランドを中心として-J， W商工金融』第41巻
第 9 号， 1991年 9 月。〉
(8) イギリスにおけるトヨタのダーヴィシァー州への進出の経緯に関する文献としては，ジェフリー・








ットン工場は115エカーで，第一段階の投資額が 1 億 I 千万ポンドで， 200人のイギリス人従業
員を雇用，最終的には 300 人のイギリス人従業員の雇用を予定している。両工場は， 1990年末
より工場建設のための整地および建設をおこない， 1992年末には開設される見込みである。








1990年 6 月から募集・採用するとともに，メンテナンス・監視要員は， 1991年 2 月より，一般
作業員を1992年 2 月より募集・採用を行う事にしている(表 1)。


















表 1 トヨタ (UK) の採用・教育計画表
1990 1991 1992 
















項 目 一般作業員 メンテナンス・監視要員
1.広告
2. 募集
3. オリエンテーション及び筆記テスト 5 時間 8 時間
4. 第一次面接 1 時間 1 時間
5. アセスメント・センターでの実技テスト 10時間 5.5時間
6. 最終面接 1. 5時間 1.5時間










ど)を重視して採用をおこなっている。それに対して， トヨタ CUK) では，メンテナンス・
監視業務などの熟練工に関しては， トヨタ CUK) 独自の熟練検査をおこない，それによって
採用を決定しており，公的な熟練資格をなんら重視していない。また，一般作業員に関しては，
人柄・人間関係を円滑にできるといった人間性を重視して， 20歳前後を中心とした採用をおこ





表 2 の 12. 募集」において， トヨタ CUK) では， ジョブ・センターを通して， トヨタ
CUK) 独自の募集要項を配布している。トヨタ CUK) が配布している募集応募の用紙の質
問事項とジョブ・センターが配布しているイギリスの一般企業の質問事項を，比較すると， ト












また，表 2 の 5 に関して言えば，メンテナンス・監視要員や一般作業員の中でも熟練を要す
る要員に関しては，アセスメント・センターにおいて，①電気，②機械，③油圧，④マシンス
トラクチャプリング等の 8 つのエリア・テストを設けて， トヨタ独自の熟練検査を，かなり長
時間にわたっておこなっている。トヨタ CUK) の労務管理担当者によれば，こうした 8 つの
エリア・テストにおいて， 3 つ以上合格するイギリス人の労働者は，ほとんどいないという。
それで、も，採用された熟練工(メンテナンス・監視要員〉の 5 割以上が，イギリスの自動車関
(10) 日・英企業聞の採用管理の差異に関しては， Ronald Dore. British Factory-Jaρanese Factory , 













聞がかかることになる。では，次に， トヨタ (UK) においてこのような採用管理を経て採用
したイギリス人労働者に対して，どのような教育訓練をおこなっているのかについて見ること
にしたし、。


















(11) H. A. Clegg, The Changing System of lndustrial Relations in Great Britain, Basi1 








ームリーダーは，そこで各種の学習をおこなうこととなる。また， トヨタ (UK) は，チーム
メンバーに対しても，上記のグループリーダー・チームリーダーの教育訓練と類似的な教育訓
練を実施・計画している。






トヨタ (UK) が多額の費用と期間を教育訓練に投入している理由は，第一に， トヨタ生産
方式では，作業長・組長などの第一線の監督者の役割が極めて重要であり， トヨタ (UK) で
は，上記の教育訓練を通して，イギリス人のグループリーダー・チームリーダーにも，日本の
作業長・組長と同レベルの能力・技能とロイヤリティを持たせようとしているためで、ある。そ



















は， トヨタ (UK) が，イギリスの公的な熟練資格を考慮に入れず採用し， トヨタ (UK) 独
自の教育訓練をおこなうとともに，公的な熟練資格に連動した熟練資格制度を設けない方針で
いる点である。外部労働市場における流動性の高いイギリスで、は，ブノレーカラー労働者にとっ





どれぐらいの期間， トヨタ (UK) に在職し続けるかである。トヨタ以外の在英日系製造企業
においても，新しく採用したイギリス人の管理者を，日本に送り込み，長期の教育訓練をおこ
ない，多額の費用を教育訓練に投じている企業がある。その場合でも，日本から帰国後，継続




次に， トヨタ (UK) における雇用管理について，若干，見ることにしたい。
4. トヨタ (UK) の雇用管理









成一一J，小池和男編著『現代の人材形成 能力開発をさぐる一一』ミネノレヴァ書房， 1986年， 226 
ページ"-'227ページ。〉イギリス企業においても労働のフレキシィ・ビリティの展開や多能工化が試み
られているが，在英日系製造企業ほど進んでいない。それに関しては，中川呑代「現代イギリス企業
のフレキシィピリティーーIDS， OECD レポートを中心としてJ ， W明治大学大学院紀要第29集経
営学編~ 1992年 2 月参照。
(13) 小林靖雄，前掲書， 17ページ。
(14) Ken khi Pang and Nick Oliver,“Personnel strategy in eleven Japanese manufacturing 
companies in the UKぺ Personnel Review 17, 3 1988, pp. 17-18.; “ The Japanese in Britain: 



























置 トヨタ CUK) の労使間協定締結とイギリスの労働組合運動
トヨタ (UK) は， 1991年初旬より AUEW (合問機械工組合)， EETPU (電子・電気・
通信・配管工組合)， TGWU (運輸一般労組)， MS F (製造・科学・金融組合)， GMB (都
市一般ボイラー工組合〉など自動車産業に関連する 5 つの労働組合と話し合いに入った。トヨ
タ (UK) は，方針として， トヨタの経営理念・生産方法等についての説明を詳細に時間をか
けておこなうとともに， シングルユニオン協定を締結することを， 組合側に求めた。 トヨタ
(15) Labour Markets: tighter but uneven change, IDS Rゅort 548, July, 1989, pp. 25-31. 
(16) イギリスの製造企業の労働者総数は， 1979年には， 7253000人であったが， 1988年には， 5097000人




CUK) との契約は， 1986年のニッサン自動車工場開設以来の大型契約であり， 5 つの労働組
合のかける期待も大きいもので、あっ史
しかし， トヨタ CUK) が提示した契約希望内容は，イギリスの労働組合が統制してきた労
働慣行にあわない点があることから，グラスゴーで開かれた1991年の労働組合会議 CTUC)





の条件に， TGWU や MSF などの労働組合は，危機感を新たにしている。 MSFのケン・







対して， TGWU C労働組合会議〉のロン・トッド事務局長は， r雇用者の異質な慣行だけでな
く，組合の異質な慣行も心配だ」と語っている。











(17) “ Single union deal likely at Toyota plantsヘ Financial Times, October 30 1991. 
(18) r労働組合連合総会 波紋呼ぶトヨタの労働条件一一『異質な労働敢行』と非難を浴びる一一一」英
国ニュースダイジェスト No. 299, 1991年 9 月 12 日。
































ストライキ協定問題を契機として EETPU は， 1988年 9 月の年次大会において， TUC C労働
(20) 内藤則邦「イギリス東芝のノーストライキ協定についてJ， W立教経済学研究』第37巻第 4 号， 1984 
年 9 月。
(21) イギリスの労働組合運動の権力・影響力の弱体化の背景に関する考察としては，アンドリュー・ P




組合会議〉から除名されることとなった。その後， EETPU は， TUC 傘下のホワイトカラ




以上， トヨタ (UK) の労務管理・労使間協定の実際と計画についてみてきた。そこで最後
に， トヨタ (UK) の労務管理・労使間協定の実際・計画における要点とそれに関する若干の
考察について摘記するとともに，今後の研究課題について述べたい。
第一に， トヨタ (UK) では，イギリスの公的な熟練資格を考慮に入れず採用し，メンテナ





もに， トヨタ (UK) 独自のオン・ザ・ジョブ・トレーニシグとオフ・ザ・ジョプ・トレーニ
ングを実施・計画している。
第二に， トヨタ (UK) の採用・教育訓練とイギリスの一般製造企業の採用・教育訓練との
差異は，①採用において，イギリスの一般製造企業では，イギリスの公的熟練資格を考慮する
のに対して， トヨタ (UK) では，まったく考慮せず， トヨタ (UK) 独自の熟練資格検査で







第三に， トヨタ (UK) の採用・教育訓練における問題点としては， トヨタ (UK) がイギ
リスの公的な熟練資格を考慮に入れず採用し， トヨタ (UK) 独自の教育訓練をおこなうとと
もに，公的な熟練資格に連動した熟連資格制度を設けない方針でいる点にある。外部労働市場
における流動性の高いイギリスでは，ブルーカラー労働者にとって，熟練資格を持つことは，
大変重要な意味を持っているにもかかわらず，現段階では， トヨタ (UK) は，方針として企
業内に熟練資格制度を設けることは考えていなし、。それだけに，将来的にイギリス人の労働者
(22) 小島弘信 rTUCの組織問題-EETPU の除名問題を中心として一一一J. W 日本労働協会雑誌』
No. 353, 1989年 1 月. 68ページ--70ページ。
-35 ー
守屋貴司
が離職を希望し他企業に移る場合，問題になるであろうし，今後， トヨタ (UK) が人員削減
をおこなう時にも，大きな問題となろう。
第四に， トヨタ (UK) は，イギリス人従業員に対して「長期雇用」に努めることを約束す
るとともに，労働条件に関しては，週39時間労働を基本とし，必要があれば，一日二時間以内
の残業，および隔週土曜日の勤務をおこなうことを求めている。また， トヨタ (UK) は，賃
金水準を，イギリスの一般製造企業よりも，若干，高い額に設定している。
第五に， トヨタ (UK) のシングル・ユニオン協定に関して， 1991年のTUC (労働組合会
































日系家電大企業の東芝 (UK) や日立 (UK) などの実態を探り，考察をおこなうことが重要
であろう。
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